（様式７）
市町村が記入
「観光需要再獲得事業」推薦書
	記載市町村
	
	印(※)

	担当部署
	
	

	担当者名
	
	

	所在地
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


（※）印は、担当部署印や担当印でも可。
	申請事業者名（共同実施の場合は代表事業者名）
	

	申請事業者の業態（共同実施の場合は代表事業者について）
	（例：旅館経営）

	申請事業者が行う補助事業名
	

	補助事業と関連する観光資源※
	（例：洞爺湖温泉）


※観光資源を規定する関連法令（地域産業資源法、外国人観光旅客の来訪の促進等による国際観光の振興に関する法律、観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律等）を総合的に勘案し、市町村で判断したもの
	１．提案事業者の事業予定地域における観光産業の状況

	（提案事業者の事業予定地域における観光地・観光産業の状況をご記入ください。）
例：平成30年9月の地震以降、札幌方面から洞爺湖温泉に訪れる観光客が減少。



	２．提案事業者が行う補助事業が地域の観光資源を活用したものであり、地域の観光産
業の活性化に寄与すること

	（提案事業者の事業が、事業予定地域（上記１．に記載のあった地域）における観光需要の獲得につながり、事業予定地域の観光産業の活性化等に意義が大きいことなどについてご記入ください。）
例：当該事業者が経営する旅館は、洞爺湖温泉に入浴する観光客の宿泊先として利用されており、当該事業者の取組は地域の観光需要の獲得の上でも重要。



【北海道胆振東部地震対策型・日本商工会議所提出用】









